
*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 15,489,118,648 固定負債 5,295,600,912

有形固定資産 14,532,141,068 地方債等 4,401,505,552
事業用資産 6,570,972,026 長期未払金 -

土地 2,710,326,273 退職手当引当金 893,645,000
立木竹 628,331,902 損失補償等引当金 -
建物 9,255,096,653 その他 450,360
建物減価償却累計額 △ 6,070,671,816 流動負債 524,899,968
工作物 30,927,753 1年内償還予定地方債等 455,450,670
工作物減価償却累計額 △ 334,739 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 48,482,981
航空機 - 預り金 19,086,193
航空機減価償却累計額 - その他 1,880,124
その他 - 5,820,500,880
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 17,296,000 固定資産等形成分 16,526,253,119

インフラ資産 7,810,823,670 余剰分（不足分） △ 5,624,062,049
土地 61,825,528
建物 1,296,088,235
建物減価償却累計額 △ 593,888,827
工作物 14,542,031,885
工作物減価償却累計額 △ 7,539,024,562
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 43,791,411

物品 542,672,244
物品減価償却累計額 △ 392,326,872

無形固定資産 16,274,448
ソフトウェア 16,274,448
その他 -

投資その他の資産 940,703,132
投資及び出資金 143,471,919

有価証券 -
出資金 49,871,919
その他 93,600,000

投資損失引当金 -
長期延滞債権 104,642,597
長期貸付金 -
基金 694,152,514

減債基金 -
その他 694,152,514

その他 -
徴収不能引当金 △ 1,563,898

流動資産 1,233,573,302
現金預金 184,263,982
未収金 13,376,508
短期貸付金 -
基金 1,037,134,471

財政調整基金 972,020,925
減債基金 65,113,546

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 1,201,659

繰延資産 - 10,902,191,070
16,722,691,950 16,722,691,950

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 4,374,429,025
業務費用 2,125,282,939

人件費 704,633,435
職員給与費 606,767,902
賞与等引当金繰入額 48,482,981
退職手当引当金繰入額 3,394,888
その他 45,987,664

物件費等 1,363,077,819
物件費 778,323,282
維持補修費 13,930,263
減価償却費 570,824,274
その他 -

その他の業務費用 57,571,685
支払利息 45,902,980
徴収不能引当金繰入額 2,404,917
その他 9,263,788

移転費用 2,249,146,086
補助金等 2,038,050,452
社会保障給付 197,541,942
他会計への繰出金 0
その他 13,553,692

経常収益 521,871,980
使用料及び手数料 52,103,695
その他 469,768,285

純経常行政コスト △ 3,852,557,045
臨時損失 1,321,012

災害復旧事業費 -
資産除売却損 557,912
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 763,100

臨時利益 4,483,864
資産売却益 1,659,160
その他 2,824,704

純行政コスト △ 3,849,394,193

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 10,990,017,571 16,484,168,546 △ 5,494,150,975

純行政コスト（△） △ 3,849,394,193 △ 3,849,394,193

財源 3,745,091,219 3,745,091,219

税収等 2,832,779,963 2,832,779,963

国県等補助金 912,311,256 912,311,256

本年度差額 △ 104,302,974 △ 104,302,974

固定資産等の変動（内部変動） 25,608,100 △ 25,608,100

有形固定資産等の増加 619,799,820 △ 619,799,820

有形固定資産等の減少 △ 608,111,129 608,111,129

貸付金・基金等の増加 156,676,494 △ 156,676,494

貸付金・基金等の減少 △ 142,757,085 142,757,085

資産評価差額 - -

無償所管換等 16,476,473 16,476,473

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 87,826,501 42,084,573 △ 129,911,074

本年度末純資産残高 10,902,191,070 16,526,253,119 △ 5,624,062,049

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 3,794,238,267

業務費用支出 1,545,092,181
人件費支出 697,671,868
物件費等支出 801,467,333
支払利息支出 45,902,980
その他の支出 50,000

移転費用支出 2,249,146,086
補助金等支出 2,038,050,452
社会保障給付支出 197,541,942
他会計への繰出支出 0
その他の支出 13,553,692

業務収入 3,967,581,833
税収等収入 2,833,681,806
国県等補助金収入 697,309,256
使用料及び手数料収入 51,766,693
その他の収入 384,824,078

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 69,491,000
業務活動収支 242,834,566
【投資活動収支】

投資活動支出 723,412,848
公共施設等整備費支出 581,315,524
基金積立金支出 142,097,324
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 275,748,772
国県等補助金収入 145,511,000
基金取崩収入 128,435,876
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 1,801,896
その他の収入 -

投資活動収支 △ 447,664,076
【財務活動収支】

財務活動支出 430,992,700
地方債償還支出 429,039,916
その他の支出 1,952,784

財務活動収入 634,229,000
地方債発行収入 634,229,000
その他の収入 -

財務活動収支 203,236,300
△ 1,593,210
166,770,999
165,177,789

前年度末歳計外現金残高 18,506,585
本年度歳計外現金増減額 579,608
本年度末歳計外現金残高 19,086,193
本年度末現金預金残高 184,263,982

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



*出力条件
*会計年度 ： H29
*出力帳票選択 ： 財務書類
*団体区分 ： 全体
*団体／会計コード ：
*出力範囲 ： 年次
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 4,374,429,025
業務費用 2,125,282,939

人件費 704,633,435 　
職員給与費 606,767,902
賞与等引当金繰入額 48,482,981
退職手当引当金繰入額 3,394,888
その他 45,987,664

物件費等 1,363,077,819
物件費 778,323,282
維持補修費 13,930,263
減価償却費 570,824,274
その他 -

その他の業務費用 57,571,685
支払利息 45,902,980
徴収不能引当金繰入額 2,404,917
その他 9,263,788

移転費用 2,249,146,086
補助金等 2,038,050,452
社会保障給付 197,541,942
他会計への繰出金 0
その他 13,553,692

経常収益 521,871,980
使用料及び手数料 52,103,695
その他 469,768,285

純経常行政コスト △ 3,852,557,045
臨時損失 1,321,012

災害復旧事業費 -
資産除売却損 557,912
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 763,100

臨時利益 4,483,864
資産売却益 1,659,160
その他 2,824,704

純行政コスト △ 3,849,394,193 △ 3,849,394,193
財源 3,745,091,219 3,745,091,219

税収等 2,832,779,963 2,832,779,963
国県等補助金 912,311,256 912,311,256

本年度差額 △ 104,302,974 △ 104,302,974
固定資産等の変動（内部変動） 25,608,100 △ 25,608,100

有形固定資産等の増加 619,799,820 △ 619,799,820
有形固定資産等の減少 △ 608,111,129 608,111,129
貸付金・基金等の増加 156,676,494 △ 156,676,494
貸付金・基金等の減少 △ 142,757,085 142,757,085

資産評価差額 - -
無償所管換等 16,476,473 16,476,473
その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 87,826,501 42,084,573 △ 129,911,074
前年度末純資産残高 10,990,017,571 16,484,168,546 △ 5,494,150,975
本年度末純資産残高 10,902,191,070 16,526,253,119 △ 5,624,062,049

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

金額
固定資産等形成分 余剰分（不足分）


